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Ⅳ観光・地域活性化戦略～中小企業平声性化～  
七・・一云十ンふ・ゝ 一          † 亀f亡爪痕］ニ一＿    職  

早期実施事項  
（2010年度に実旛する事項）   

2011年度に．  
実施すべさ事項  

2013年産までに  
実施すべき事項   

2020年までに  

実現すべき成果目揉  

Ⅳ観光・地域活性化戟略～ストック重視の住宅政策への転換～  

早期実施事項  
（20柑年度に実施する事項）   

ZQll年監に  

実施すべき事項  
2013年監までに  

実施すべき事項  
2020年までに  

実王冠すべき成果目標  

l  1．ストック重視の住宅政策  

（1）ストック重視の住宅政策への転換に必要なトータルプランに基づく市場環境の整備、  規制緩和等の実施  

建物検査、住宅愚匿情報、保険制度 等の普及促進策の検討  

中古・リフォーム市場整備のため の総合的プラン策定、実施  
ストッウ重視へ向けた既存不適格等に  
係る住宅・建空間連制度の見直し  

・建物検査・住宅展歴精髄の徹底した普及、  

誌票蓋冨欝富㍊袈直J等  老朽マンションの改修に係る決議要  
件の適用関係の整理、管理適正化  
の推進等々ンションストック再生のた  
めの環境整備  

マンション管理適正化のためのルール  
の策定  

老朽マンションの建替え・改修の促進  
策の実施  中古住宅流通市場・  

リフォーム市場の  

規模倍増   

中古住宅市場  
4兆円→8兆円  

リフォーム市場  
6兆円→12兆円  

ストック重視の住宅政策への転換を図  
るための「住生活基本計画J見直し実施  

省エネ、耐震、バリアフリー  
に優れた住宅の普及促進  
長期優良住宅の共同住宅に係  

（3）内需主導の軽済成長を実現する仁めの住宅・不動産市塙の活性化の促進  

建築確認の迅速化等市場活性化の  
ための建築基準法の見直しの検討  

建築基準法の改正  

リバ｝ス・モーゲージの拡充等の検討  リバース・モーゲージの活用促進  

2．国全体の防災性向上  
成長の基盤となる、建  
築物の安全性、企実話  
勤の安定性の確保  

耐長ti千こ十分l主亡己こユ1％・5％  

六企要8CP農定軒ぽぼ全て  

中空企稟8CP安定畢：50％   

住宅・建築物の耐震診断、耐震  
改捗・更新の促進  

住宅・建築物の耐震診断、耐震改修・  
更新の促進に係る取相の鎧化  

企業における事案泄椋計画（BCP）の  
芸定促進のための農定事例の収臭・情  
報提供等の実施  

事案継続ガイドラインの先買、正宗と  

の逆居†＝よる総合朗訓尿の貫鹿等  

による事業継続計画の実効性向上  



0セ  

恵  Ⅴ 科学1技術・情報通信立国戦略～鱒  

2020年までに  
実現すべき成果日標  

2013年産までに  

実施すべき事項  
2011年産に  

実施すべき事項  
早期実施事項  

（2010年監に実施する事項）  

国際競争力ある科学・技術・イノベーーちヨンシステムの構築  
特定分野で世界トップ50  

に入る研究・教育拠点を  
100以上構築   

優れた外国人研究者受  
入数を3倍   

日本人海外長期派遣研  
究者数を2倍   

国際研究拠点に世界トッ  
プレベル研究者を200人  
受入  

人事・予算執行一員標設定の柔掛ヒ  「国立研究開発捜関（仮称）」制度  

創設の検討  ・戟略的政策課題への重点化と組繹のl  

在サ方の検討  l  

大学・公的研究校関の研究  
開発力と人材育成力の強化  

「第2次大学院教育振興施策   
要綱（仮称）」の作成  

rリーディング大学院」の構築  

・大学評価に応じた重点的資金配分  

「トップレベル頭脳循環システム（仮称）」の構築  

・研究環境の国際化と人材  
流動性の向上  
・アジアの活力との一体化  

個際研究開発拠点、最先端共同研覿施設・設備、研究支援体制の整備  
・外国人研究者受入れのための研句・生活環境の整備  

東アジア・サイエンス＆イノベーション■エリアの構築  

人材育成等の推進  ・アジア共通の課題解決に資する国  
」
N
 
 

共同基金プログラムの設立の検討1  

理数教育の強化と理系進学の促進  

「科学の甲子園」「サイエンス  
l個際科学オリンピック参加の支援  
l・スーノトサイエンスハイスクールの強化 l  科学技術人材の戦略的・  

体系的な育成・確保   

理系博士課程修了者の  
完全雇用と社会での活  
用  

・理系学部～博士課程教育  
の弓童化  

・理系人材のキャリア／くスの  

多様化  

産学官の連携による理系大学生・大学院生・博士課程修7者育成と就職支援  

・産学官協同による理系人材育成のとめの協議体の構築  l  

・研究開発独法を活用した実践的教習プログラム研究マネジメント人材の育成 l  

～知恵と人材のあふれる国・日本～②  
＿ ．＿l■ 一∫＝、．。＿ヽ∴，．．．‥ヽ′ヽ▲   

通  科学・技術牒博  
J′■▲＿・●■、、．▼■■－t▲ヽ ＿ヽ． ヽ．・－■ ． ．） ■■  l■ 一」「．ヽ．▼「＿ヽ∴∴，■．．‥ヽ′、、一■・I．－、・・・－＿・、－・、一．；・l－tト  ■■  

2020年までに  
実現すべき成果自標  

2013年度までに  

実施すべき事項  
2011年度に  

実施すべき事項  
早期実施事項  

（2010年度に実施する事項）  

3．基礎研究の強化とイノベーション創kの加速  

・類似制度の整理■統合を含めた競争的研究資金の再編  
・審査・フォローアップ体制の改善∴強化  

・
基
礎
研
究
力
の
向
上
 
 

・
研
究
の
デ
ス
バ
レ
ー
の
克
服
 
 

競争的研究資金の使用ルール統一  

・異分野融合推進、基堤～実用化まで  
・プログラム・マネジメント、プロジェクト  国民1人当たリGDPの国  

際順位向上   

世界をリードするグリー  
ン・イノベーションとライ  
フ・イノベーションの成果  
創出  

・イノベーション創出に必要な研究・実証・成果普及上の規制・制度・体制の整備  
・革新的技術分野に関する官民連携や省庁連携を含めた資金供給の円滑化  

、 

三二：－ご‾∴‾∴二∴‥‾一：●∴十∴∴・、 生命動態システム科学等）  
・課題解決型研究開発プロジェクトの  
・新技術開発や新分野開拓を創出する  
評価・認証拠点、創案・医療技術支  
関係投資機関との連携による技術系ベ1チャー支援の検討・実施  l  

最先痛研究開発支援プログラムの実施  

4．産字音連携、地域イノベーション、  オ
ー
プ
ン
・
イ
ノ
 
 

ベ
ー
シ
ョ
ン
の
実
現
 
 

地域イノベーション創出のための共同研究開発の推進、産学官ネットワーク化  

・地域イノベーションネットワークの整摘1「知」のプラットフォームの構築  

事業化に到る研究開発成  
果の増加   

地域の雇用拡大、新製品  
等の関連売上の増加   

世界的な産芋官集中連携拠点の構築  

・つくばナノテクアリーナの構築  

・ベンチャーヰ小企業の知財マネジメントの弓削ヒ（ワンストップ相談窓口の整備）  

イノベーション促進のための特許料会の見直し（減免制度の拡充を含む。）の検討  
・ユーザーの利便性向上に資する特許制度の見直し（出願フォーマットの自由化等）  
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Ⅴ 科学一技術・情報通信立国戦略 ～汀立訃日本～①  

早期実施事項  
（2010年度に実施する事項）   

2011年度に  
実施すべき事項  実施すべき事項  実現すべき成果目標  

1牒民本位の軒行如実現：  

コンビニエンスストア、行政機関、郵  
便局等への行政キオスク端末の設  
置拡大、オンラインサービスの充実  
く国民の5q％以上が利用可能）   

行政サービスのオンライン利用計画の  
策定、サ”ビス拡大のためのロード  
マップの笈定開始  自宅やオフイス等での、  

主要な申請手続き、証明  
書入手の過7日24時間  
ワンストップ化   

50％以上の地方自治体  
において、公平で利便性  
が高い電子行政の実現  
（政府については、2b13  

年まで）   

情報通信技術を活用し  
た行政刷新とオープンガ  
バメントの確立  

l・電子政府の総合窓口（e－Gov）の改善  

t －公的偶人認証サービスの改善  
l・自冶体クラウドの推進  

電子行政推進の基本方針の策定  政府C10等の推進体制の整備  

※rCl叫‥⊆h叫巾，m如。⊇触「の鞄て租組！ぉける情報戦埠を考え、実現する兼任者。  
t  

・政府C10設置等の電子行政推進体制  

も含め検討  

個人情報保護を確保することとした  
上で、電子行政の共通基盤として、  
国民ID制度を整備  

個人情報保護、セキュリティ、情報格差等に国富し、国民ID制度の導入について検討  

行政が保有する情報を、個人が特  
定できない形に集約化・匿名化の  
上、2次利用可能な形でインター  
ネット等で公開  

行政保有情報の洗い出し、個人情報  
保護に関する制度について検討  

国民の声を踏まえ、公開の対象範囲・方  
法について検討 

2．地域の絆の再生  

情報通信技稀の利活悶を阻害する  
制度・規制等の徹底的な洗い出し等  
及び所要の具体的指事を確定   

2015年頃を目途に「光の  

道」（全世帯がブロードバン  

ドサービスを利用）の実現  

「光の道J構想実現のための所要の法案等  
を提出  

診療明細書及び調剤情報の電子化  
方策、運営主体、診療情報t健康情報  
等の帰属・取扱い等について結論  

・個人・医療検関等間の悟報連携の仕組みの  
・効率的でセキュアな情報流通方策の検討  確立  

「どこでもMY病院」の実現  

・過去の診療情報に基づいた医療  

・自らの医療・健康情報の電子的管理■   
活用   

各種情報（診療明細書及び調剤情軋健診情報、健康情報  
等）の電子フォーマット等の標準化・整備  

個人に向けた診療明細書・  
調剤情報の提供開始  

Ⅴ科学・技術・情報通信立国戦略 ～汀立国・日本～②  



Zセ 

▲Ⅵ雇用・人材戟時～「出番」と「居場所」のある計日本「∴j．＿  

日本～ ②  
－．」．、◆ミ∴山、■、．・■＿＿ニ＿′＿・■－」I‘⊥－し－  

∵「出番」と「居場所」のある国  
∴・ 上．． ∴▲・，■－ノ＿＿∴．＿．．・－▲．＝＿一■■叫・■・、、ヽミ】－■■－・←r■暮・・二  

Ⅵ 雇用・人材戦略  

2020年までに  
実現すべき成果目標   

2013年度までに  

実施すべき事項  
2011年度に  

実施すべき事項  
早期実施事項  

（2010年度に実施する事項）  

6．「実践キャリア・アップ戦略」の推進  

ジョブ■カード取得者300万人  

日本版NVQへの発展  
大学のインターンシップ実施率＝100％   

大学への社会人入学者数：9万人  
■鯵学校での社会人受入れ総数‥15万人  

自己啓発を行っている労働者の割合   
正社員70％、非正社員50％   

公共張薫別練受講者の就軽率：   

施設内80％、委託65％   ＊   

・「実践キャリア・アップ戦時」の推進  
体制の整備  
・5か年目標及び導入プランの策定  

等  

職業能力を客観的に評価する「キャリア段位」側倭の導入（「日本版NVO」の創設）  

・大学・専門学校等の教育システムとの連携  

・民間に委託する公共嘔業訓練の  
分野・業務の拡大  
・民間活用の際の成果報酬制度の  
拡充  

技術革新等に対応した公共障薫訓練  
のカリキュラムの見直し及び教官の養  
成  

隈芙訓練の在り方に関する検討開始  
（訓練を受ける者の選択に資する仕  
経みの検討を含む。）  

7－「地域雇用創造」の推進  



Cケ  

Ⅵ雇用・人材戦略 ～子どもの笑顔あふれる国暮日本～由  

早期実施事項  
（2010年虔に実施する事項）   

2011年度に  

実施すべき事項  
2013年藍までに  

実施すべき事項  
2020年までに  

実現すべき成果白樺  

1  

1一得隠児童の解消（就学前ト音呵サービスを質量ともに増強～  ・幼稚園、保育所の垣根を取り払い  
（保育に欠ける要件の撤廃等）、  
新たな指針に基づき、幼児教育と保育を  
ともに提供する「こども匪（仮称）Jに一体化  
・利用者と事業者が契約する利用者補助方式  

（1）幼保一体化  すべての子どもに  
保障者の就労形態零に  
よる区別なく貰のよい  
成育環境の整備   

少なくとも2017年には  

働くことを希望する  
すべての人が仕事に  
復帰できる体制の亜傭   

①女性の就業継続等   
による収入増  

→約3ぷ兆円以土  

（2020年度）  

（2020年における  

女性労働力増 

②保育サービス等従事   
者の増による所得増  

→約0風兆円以上  

（加17年鹿）   

③新規t用看散  
→ 約18万人以上  

（甜17年産）  

（保育サ⊥ビス等従事者の増）  

rこども指壬十（仮称）」の策定（幼稚園  

教育要領と保育所保育指針の統合  
（一本化））  

国及び地方における実施体制の一元化  
（「子ども家庭省（仮称）」の創設等）  1「子ども家庭省（仮称）」の創設等の検討  

（2）多様な書業主体の参入促進」イコールフッティング等－  l  

・指定制度の導入  
（施設型・非施設型を問わず多様なサービス  
を客観的基準により指定）  

・「こども園（仮称）」について価格制度を⊥本化  
する  

客観的基準による施設認可の徹底  

・施設整備費の在り方の見直し  
・運営費の使途範囲は事業者の自由度を  
持たせ、一定の経済的基磋の確保等を条  
件に、他事業等↑の活用を可能に  
・配当が制約されていない旨関係者に周知  
・株式会社等に対する社会福祉法人会計適  
用の見直し  同時に、育児サービスや軍員の質等の評価1育報提供体制、指導監督体制の軍備  

（3）育児サービスヘの集中投資による環境整備  

・まちづくりと連携して子育て支援施設の整備を推進する仕組みづくり  
（再銅発等の機会を捉えた新鹿整備、小学校の空き教室等既存ストックの有効活用による施設誘致等）  

・子育て支援施設間連携の仕租みづくり（施設個底の共有、開放等）  
ヰ育て支援施設への未利用国有地の定期借地権を活用した貸付けや庁舎・宿舎の空きスペースの創寸け等  
・保育ママ等の育成支援  

2．働くことを希望するすべての人が仕手を絶掛復帰－サービスメニューの多  

延長保育、休日・早軌夜間■短時間  
保育、一時預かり、病児・病後児保  
育、事業所内保育等の提供に対する  
支援 ・  

保育ママ、ベビーシッター、育児支援  
NPO等と子育て支援施設が相互連携  
を行う仕組みづくリ  

・多様なサービスを幅広く指定  
・子育て利用券制度等利用者が選択でき  
る仕組みを整備  

放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の体制を育児・教育支援の観点から改善・  
放課後対策の体制を整理・強化  

lその他、育児休業の取得期間・方法の襲力化！育児休業取得先進企業への筐遇纂等をあわせて麹  

※上記の施策の具体化など詳細については、引き続き「子ども・子育て新システム検討会議」において検討（2011年通常国会までに所要の法案を提出）  

Ⅵ雇用t人材戦略 ～子どもの笑顔あふれる国・日本～②  
上意＝酬餌ゝ繊感触触醐吏軌ヽ抽ふ観．戯恕．駐セヰi仁∴1主ニモ正二▲症蛸棚地産て添蛸  

早期実施事項  
（2010年度に実施する事項）   

2011年度に  

実施すべき事項  
2013年度までに  

実施すべき事項  
2020年までに  

実撰すべき成果目描  

1  

3．国と未来を開く基礎となる初等中等教育  
子どもの学力と  
挑戦力の向上  

重要能力・スキルの確実な習得  
・課題発見・解決能力や論理的思考力、コミュニケーション能力の育成  
・外国語教育∵理数教育、情報数育、キヤIノア教育・取集散育の充実  

教育内容の充実  

OECD生徒の学習到  

達度臍査等で世界  
トップクラスの順位  

・学学内容定着度の調査やそのデーーゼ蓄積に基づく教育課程の改善等の検討  暮  
・産業界や地域人材の活用  

（論叢上位国の平均並みに、  

低学力層の子どもの割合の  
減少と高学力暦の子どもの  
割合の増加   

②「読解力」等の各分野ごと  
の平均得点が、すべて現在  
の最上位国の平均ヒ相当す  
るレベルに到達   

③各分野への興味・関心に  
ついて、各賞問項目におけ  
る肯定的な回答の割合が国  
際平均以上に上昇  

教員の養成・採用・研修の抜本的  
見直し、評価の実施  
教育水準申上のための教員や専  
門的・支援的スタッフの体制の見直  
し  

現行の教員養成システ  
ムの課題の調査分桁  
数隈員体制の計画的  
な見直しの検討  

」
∽
 
 

故貞の教育力の向上  

・理工系学生をはじめ意欲・能力ある人材の  員採用等学校現場への登用、  
地域スポーツ指導者の活用  l  

一指導が不適切な教員に対する人事管理シ1テムの適切な連用  

●公立学掛こおける外国人児童生徒の教育手塩   

地域に聞かれた特色ある学校づくり  
イ地域コミュ＝ティ学校」の整備  

・保護者や地域住民等による学校評価の推進・強化  
学校運営の質の向上  

l  t  

l・民間教育サ「ビスの発展  I  l   

民間教育サービスの発展   イ民間教育サービス評価・情報公開システム」の構築  
■「教育支援人材等」の宴■信頼†生を確保L、活用を推進するための評価■活用システムの構築  



ウケ  

Ⅵ雇用・人材戦略～子どもの軍学をうこれる国・日本～③  
■   、 、    ■、・， 7   － ■・二・L、■■  、r■、事 ■   一・卜∴ l   し   ▲＝－■－、，l→■、■ 、■・ミヽバ・▲  

2020年までに  

実現すべき成果目標  
2011年度に  

実施すべき事項  
2013年度までに  
実施すべき事項  

早如実施事項  
（2010年度に実施する事項）  

1  

5．世界と日本を支える人材を生み出すl高等教育  
世界の大学ランキングでの  
上位校の増加  

其の高い外国人学生30万人  
の受入れ  

日本人学生等30万人の海外  

交流  

日本企業のマネジメント層の  
国際経験を、兼アジアトップ  
レベルに引上げ  

チ
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学生の就戦車向上、3年以  
内の早期難鞍亭の低下   

フリーターの減少、ニートの  
館戚  

サーティフィケート（履修証明）の  

制度・運用改善  「社会人の学修支援プラン」の実施  

rキャリア段位」希Ij度  
（日本版NVQ）と  

大学・専門学校等の  
教育システムとの連  
携（2011年度～）  

ジョブ・カードとの連携強化  
多様な人材蓋成ニーズに応える大学間蓮絵l  社会人入学者数の増加   

潜在的就労者の社会参画  

大学等の行うキャリアアップ  
の取組の利便性・貰の向上  

I・地域大学・高等専門学校・専門学校の活用l  

情報通信技術関連等主な職業分野に関する教  
育プログラムの開発  

職業教育の質保証枠組み設定の  
パイロットプロジェクトの開始  

専修学校への単位制・通信制の  
導入  

Ⅵ 雇用・人材戦略～「新しい公  構築～①  
く二王止＿、【jJ）一÷ェー，  

草」－支えあいと活気のある社会の  
■＿■■ ヽヽ．い ■●j‘   



人材戦略～「新しい公共」一支えあいと活気の  Ⅵ 雇用  ある社会の構築～②  

早期実施事項  
（2010年度に実施する事項）  

之011年鹿に  

実施すべき事項  
2013年産までに  
実施すべき事項  

2020年までに  

実現すべき成果目標  

2．資金の流れを変え、国民が支える公共を構築】  

検討など （1）I新しい公共」円卓会議の提案への政府の対応   

税額控除の割合や対象法人、実施時期に閲す  、具体的な制度設計を推進  

具体的に制度設計し、平成23年度税制改正において実現  

国民の自発的な寄附の流れ  
をGDP比5～10倍増   

個人寄附  
約1千席円（2009年）（注）  

（GDP比 0＿82，も）   

→8．5千偉円－1兆3千億円  
（GDP比0．1％”GDP比0．2％）  

（注）ま打開暮の1世帯あたりの年叫  

寄附金軋こ世帯数を乗じて推計。  

（2）NPO等を支える小規模金融制度の見直し等  

・NPO八■ンクに対する総量規制及び指定信用  
情報機関の使用・情報提供義務等の適用  
除外の措置  
・一定の要件を満たす貸付事業を行う地域生協  
について県域規制を緩和  

・日本政策金融公庫によるNPO等向け融資の  
普及を厘る  

（3）NPO等の新しい公共の担い手を、企業による毒  会的取組と連携し、資金供給や活動基  の面から一体的に支援  

支援内容の制度設計・具体化  

（4）地域コミュニティのソーシャルキャピタルを高める先進的な活動の促進・支援等  

l  l  ・ソーシャルビシ’ネス事業者への金融支援促進  
・地域金融を活用したフアント’を通じた、「地域の  
志ある投資」の促進を年内を目途に検討等  】  l  

1  l  

3・社会・摺境分野の課題解決と経済成長を一体晰こ推進し、国民の不幸を最小化 I  

（1）政府だけでは廠決できない社会的諸謀矧こ対uて、様々な主体が参画し、協働して国民わニーズにきめ細かに  
対応することで解決  

幸福感の低い人の割合を薫らす   

奉昔感平均8，5点（注）を引き上げ  
る   

（注）現在どの観点幸せか、0点（とて  

も不幸）から10点（とても幸せ）で大間  

（平成21年度国民生活選好度調査）  

・自殺に対する対策強化、生活保護受給者や若年無業者の自立支珪、ひきこもりの社会参加支援  
塙齢単身世帯の見守り・地域生活支援・刑務所出所者等の社会復帰支援・力凱を軸とした地域コミュニティの再生  
・全世代にわたるボランティア機会の拡大  
ヰども・子育て施策の現金給付と現物給付の組み合わせ等を含め、  市町村の裁量で一体的な提供する仕組みの検討  

新しい成長及q幸福度について調査研究を推進  
幸福感・満足感を弓  

政宗効果と関連指標の関係等を検証  
しつつ、関連指掠の統計の整備と充実  
を図る  

有識者からなる研究会を立上げ、幸福  
度について調査研究を推進  

泣■■r晶馳諌k通  

早期実施事項  
（2010年度に実施する事項）  

2011年度に  
実施すべき事項  

2013年産までに  
実施すバこき事項   

2020年までに実現すべ  
き成果目標   

1．我が国企業・産業の成長を支える金融等  
（1）成長企業等への多様な資金調達が可能  



Ⅶ 金融戦略  

Ⅶ 金融戦略  

2020年までに  

実現すべき成果目標  
2013年産までに  

実施すべき事項  
2011年産に  

実施すべき事項  
早期実施事項  

（2010年度に実施する事項）  

L  国民が豊かさを  

享受できるような  

・しの検討（可能なものは順次実施  

ト  ロ  

0
0
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